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第１章 総  論 
１－１ 適用範囲 

(1) 東京都電線共同溝整備マニュアルは、東京都建設局管内の電線共同溝の計画、調査、設計及び施

工に適用する。 

(2) 電線共同溝の設計、施工にあたっては関係法令及び東京都関係条例、基準等を遵守しなければな

らない。 

［解説］ 

(1) 東京都電線共同溝整備マニュアルは、｢電線共同溝の整備等に関する特別措置法｣に基づき、東

京都が施行する電線共同溝について、トラフ方式・共用ＦＡ方式・単管路方式・既存ストック

活用方式の計画、調査、設計、施工の標準を示すものである。 

(2) 関連する主な法令、基準等は下記の通りである。 

① 電線共同溝関係 

1) 電線共同溝の整備等に関する特別措置法（国土交通省） 

2) 無電柱化の推進に関する法律（国土交通省） 

3) 東京都無電柱化推進条例（東京都） 

② 土木工事関連 

1) 東京都土木工事標準仕様書（東京都） 

2) 道路工事設計基準（東京都 建設局） 

3) 土木材料仕様書（東京都 建設局） 

4) 土木工事施工管理基準（東京都 建設局） 

③ 電気・通信・放送関連 

1) 電気設備に関する技術基準を定める省令・告示（経済産業省） 

2) 有線電気通信設備令施行規則（総務省） 

④ その他（参考資料） 

1) 電線共同溝（道路保全技術センター） 

2) 電線共同溝管路材試験実施マニュアル（案）（道路保全技術センター） 
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１－２ 用語の定義 

(1) 共通 
区
分 

名 称 解 説 

共 

通 

① 電線共同溝 
電線の設置及び管理を行う２以上の者の電線を収容するため、道路管理者が

道路の地下に設ける施設をいい、一般部、特殊部及び連系管･引込管からなる。 

② 電線共同溝整備方式 
東京都建設局管内の電線共同溝整備に適用される標準方式で、トラフ方式･共

用ＦＡ方式･単管路方式及び既存ストック活用方式を総称していう。 

③ トラフ方式 
舗装内に設置する小型トラフ、トラフ内さや管、トラフ下管、で構成される地

中化方式 

④ 共用ＦＡ方式 共用ＦＡ管、ボディ管、ボディ管内さや管で構成される地中化方式 

⑤ 単管路方式 
単管多条敷設による地中化方式をいい、主に幹線ケーブルを収容す

る。（主にトラフ方式及び共用ＦＡ方式が不適当な区間に適用する） 

⑥ 
既存ストック 

活用方式 

既に占用埋設されている電力設備、通信設備（管路･マンホール･ハンドホー

ル）を活用した地中化方式 

⑦ 一般部 
道路管理者及び電力、通信･放送事業者等のケーブルを収容する管路部分をい

い、本線部、連系管･引込管部がある。 

⑧ 特殊部 
需要家への供給のための分岐･接続等を行う分岐部，ケーブルの接続を行う接

続部を総称していう。 

⑨ 電力設備 電力･電力保安通信設備の総称 

⑩ 通信設備 情報通信･放送系設備の総称 

⑪ 配線計画図 
電力･通信･放送事業者が、対象地区の電力，通信需要を想定しケーブルの種

類、径･条数及び特殊部の種類、位置等を記述した図をいう。 

⑫ 電線管理者 電線の設置及び管理を行う者をいう。 

⑬ 占用予定者 
入溝を希望する者及び電線共同溝法第４条第１項の占用許可申請をした者を

いう。 

⑭ 道路管理者管 
道路管理者が、自らの道路管理用ケーブルを敷設する目的や、整備後の新た

な入線要望に対応する目的のために敷設する管路。 

⑮ メンテナンス管 占用を希望する電線管理者がメンテナンス等の対応のために使用する管路。 

 

(2) 一般部 
区
分 

名 称 解 説 

ト
ラ
フ
方
式 

① 小型トラフ 
舗装内に設置するトラフで、主に需要家への供給のための電力低圧ケーブル、

情報通信･放送系ケーブルを収容する。 

② トラフ下管路 
電力高圧ケーブルを収容する電力用管路（予備管を含む）及び街路灯等への電

力低圧ケーブルを収容する電力用管路をいう。 

共
用
Ｆ
Ａ
方
式 

③ ボディ管 情報通信･放送系幹線ケーブルを収容する外管をいう。 

④ 共用ＦＡ管 
情報通信･放送系引込ケーブルを多条収容し、需要家等に対し任意な位置で直

接分岐ができる管をいう。 

⑤ １管セパレ-ト管 
１つの管をセパレータで分割し、上部に引き込みケーブルを多条収容し、下部

のさや管に各企業の幹線ケーブルを収容する管をいう。 

⑥ 
アイブロー曲管 

（ＥＢ管） 

共用ＦＡ管の曲線部に設置する管で共用ＦＡ分岐管を取付ける直線部を持っ

た「への字形」曲管をいい５ｍＲ･１０ｍＲ相当管がある。 

共 

通 

⑦ 単管路 

トラフ方式･共用ＦＡ方式の基本形に不足分の管を増設する形態（混在方式）

をいい、主に幹線ケーブルを収容する。また、ボディ管の代わりに単管多条敷

設する場合も含む。 

⑧ さや管 
小型トラフ内及びボディ管内に収容する電力又は情報通信･放送系ケーブル

の分離、保護、張替を目的としたさや管をいう。 

⑨ 割管 
特殊部を設けず、電力高圧ケーブルを電力高圧管から直接分岐する管路をい

う。なお、低圧ケーブルを街路灯等に供給する場合の直埋Ｔ分岐を含む。 
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区
分 

名 称 解 説 

共 

通 

⑩ 連系管路 

電力、通信、放送事業者等のケーブルをマンホール、電柱等の周辺設備から電

線共同溝に連結するために敷設する管路の内、当該電線共同溝に係る整備道

路内に設けるものをいう。 

⑪ 引込管路 

電力、通信、放送事業者等のケーブルを電線共同溝から需要家等に供給するた

めに敷設する管路の内、当該電線共同溝に係る整備道路内に設けるものをい

う。 

⑫ 連系設備 

電力、通信、放送事業者等のケーブルをマンホール、電柱等の周辺設備から電

線共同溝に連結するために敷設する管路の内、当該電線共同溝に係る整備道

路外に設けるものをいう。 

⑬ 引込設備 

電力、通信、放送事業者等のケーブルを電線共同溝から需要家等に供給するた

めに敷設する管路の内、当該電線共同溝に係る整備道路外に設けるものをい

う。 

⑭ 
保安通信管 

（ＥＴ管） 

電力ケーブルが収容される電力用管路と同一ルートに敷設する東京電力（通

信）用管路をいう。 

⑮ 
アクセス系通信管

（ＥＣ管） 

ＮＴＴやＣＡＴＶ事業者等の通信事業者用の管と同一ルートに敷設する東京

電力（通信）用管路をいう。（現在は使用していない） 

 

(3) 特殊部 
区
分 

名 称 解 説 

共 

通 

① 電力分岐桝 
低圧分岐接続体の収容及び低圧ケーブルを接続･分岐する機器を収容する桝

をいう。 

② 分岐桝Ｔ－Ｂ型 
電力高圧･低圧分岐接続体の収容及び高圧･低圧ケーブルを接続･分岐する機

器を収容する桝をいう。 

③ 横断桝 支道横断等で小型トラフを管路に変更する際に使用する桝をいう。 

④ 
地上機器桝 

（電力用） 
地上機器（多回路開閉器･変圧器等）用に設置する桝をいう。 

⑤ 通信接続桝 
情報通信･放送系ケーブルを接続･分岐する機器（クロージャ･タップオフ等）

を収容する桝をいう。 

⑥ 
地上機器桝 

（通信用） 

地上機器（増幅器、電源供給器、ＲＳＢＭ等）用に設置する桝をいう。電線共

同溝では、主にＣＡＴＶが使用するペデスタルボックス（増幅器、電源供給器

等）を設置するために使用する桝をいう。 

⑦ 
特殊部Ⅱ型 

（電力用） 

管路の取付け条数や収容する機器が多く、分岐桝が適用できない場合や、電力

管路の道路横断箇所に設置する電力設備用桝をいう。 

⑧ 
特殊部Ⅱ型 

（通信用） 

管路の取付け条数や収容する機器が多く、通信接続桝が適用できない場合や、

通信管路の道路横断箇所に設置する通信設備用桝をいう。 

⑨ 特殊部Ⅰ型 幹線道路横断等で、電力設備･通信設備の双方を収容する桝をいう。 

 

(4) その他 
区
分 

名 称 解 説 

そ
の
他 

① 
多回路（三回路） 

開閉器 
電力機器の一つで、電力高圧ケーブルの分岐を行う機器をいう。 

② 変圧器 電力機器の一つで、高圧を低圧に変換するための機器をいう。 

③ クロージャ 情報通信･放送系ケーブルの接続･分岐に用いる機器をいう。 

④ タップオフ 
ＣＡＴＶ（ケーブルテレビ）（難視聴用を含む）、音楽放送ケーブルの分岐に用

いる機器をいう。 

⑤ 増幅器 
ＣＡＴＶ（ケーブルテレビ）（難視聴用を含む）、音楽放送ケーブルの信号を増

幅する機器をいう。 
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区
分 

名 称 解 説 

そ
の
他 

⑥ ペデスタルボックス 
ＣＡＴＶ（ケーブルテレビ）音楽放送ケーブルの地上機器で増幅器、電源供給

器等を収容するボックスである。 

⑦ ＲＳＢＭ 情報通信用地上機器で主に光･メタル変換を行う機器をいう。 

⑧ 低圧分岐装置 
電力機器の一つで一般家庭へ電力を供給するため、低圧幹線ケーブルの分岐

を行う機器をいう。 

⑨ ガスダム 
ガス（圧縮空気）充填ケーブルに付属するもので、ガス（圧縮空気）を接続部

などで遮断するために設ける隔壁（ダム）をいう。 

⑩ 高圧電線 
交流６００ボルト超７０００ボルト以下の電圧が加わるケーブルをいう。主

に６６００ボルトが採用されている。 

⑪ 低圧電線 
交流６００ボルト以下の電圧が加わるケーブルをいう。主に１００ボルト、２

００ボルトが採用されている。 

⑫ 通信線 通信用に使用するケーブルをいう。 
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１－３ 基本的構成  

(1) 電線共同溝は一般部、特殊部及び連系管･引込管で構成される。 

(2) 一般部は、ケーブルを収容しており、単管路方式、トラフ方式、共用ＦＡ方式、１管セパレート

方式に大別される。 

(3) 特殊部は、ケーブルの分岐や接続、機器類の収容などのために設置し、分岐部、接続部、地上機

器部に大別される。 

(4) その他の方式として、一般部及び特殊部に既存施設を活用する既存ストック活用方式がある。 

 
※トラフ方式は「電線共同溝整備マニュアル」（令和５年４月）を参照。 

 

図１-１ 電線共同溝における構造の基本的構成 
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図１-２ 単管路方式・共用ＦＡ方式のイメージ図（平面図） 

 

 
図１-３ 単管路方式・共用ＦＡ方式のイメージ図（断面図） 
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図１-４ トラフ・共用ＦＡ方式のイメージ図（平面図） 

 

 
図１-５ トラフ・共用ＦＡ方式のイメージ図（断面図） 
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図１-６ 引込管路・連系管路及び引込設備・連系設備 

 

 

 

１－３－１ 電線共同溝構造の選定 

電線共同溝による無電柱化方式選定にあたっては、道路管理者、占用予定者等との協議により、整

備道路の状況、電力ケーブル及び情報通信・放送系ケーブルの配線計画図による設備構成等十分検

討の上、無電柱化方式の選定を行う。 

［解説］ 

(1) 電線共同溝の方式は、占用予定者の配線計画図を基に原則的に次頁の構造決定フローにより選

定する。 

(2) このフローによりがたい場合は、ケーブル配線形態･ケーブル収容限界･経済性等を考慮し、柔

軟に構造を検討する。 

(3) 地上機器の設置スペースの確保が難しい場合は、公園等沿道の公共用地の活用等、柔軟に設定

する。 
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トラフのみ

Case１

Case4

電力管

＋共用ＦＡ管＋ボディ管

Case5

トラフ
＋共用ＦＡ管＋ボディ管

Case2

電力管

＋１管セパレート管

トラフ

Case3

＋1管セパレート管

凡　例

電力設備管路

共用ＦＡ管

ボディ管

通信系管路（ＰＶ管）

１管セパレート管

さや管

電線共同溝一般部構造選定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存ストックの 

活用可能か 

＜スタ-ト＞ 

通信ケーブルを 

トラフのみ 

で収容可能か 

NTT 

電力 

マンホールのみ 

活用可能か 

通信ケーブルを 

1 管セパレート管のみ 

で収容可能か 

ＮＴＴ 

既存ストック（管路

部） 

活用フロー 

電力 

既存ストック 

活用フロー 

通信ケーブルを 

トラフ＋1 管セパレート

管 

で収容可能か 

必要に応じてコスト

比較の上、単管路を

増管する。 

通信ケーブルを 

共用ＦＡ＋ボディ管 

で収容可能か 

ＮＯ ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

NTT 

電力 ＮＯ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＮＯ 

必要に応じてコスト

比較の上、単管路

を増管する。 

ＹＥＳ 

※ Case1、3、5 において既設埋設物の影響によりトラフの設置が困難な場合、

Case2、4 の採用を検討する。 

（支障移設を含めたコスト比較により原則として安価な方を採用する。） 

※ 各 Case とも入溝企業者の了承を得ること。 

※ トラフ方式は「電線共同溝整備マニュアル」（令和５年４月）を参照。 
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既存管路

電力管

Case6

＋共用FA管＋既存通信管

既存管路

Case8

電力管

＋共用FA管＋既存通信管

Case9

電力管

＋共用FA管＋ボディ管

＋既存通信管

既存管路

既存管路

Case10

電力管

＋共用ＦＡ管＋ボディ管

＋既存通信管

Case11

既存管路

トラフ

＋共用ＦＡ管＋ボディ管

＋既存通信管

既存管路

Case7

電力管

＋１管セパレート管＋既存通信管

凡　例

電力設備管路

共用ＦＡ管

ボディ管

通信系管路（ＰＶ管）

１管セパレート管

さや管

電線共同溝一般部構造選定フロー 

（ＮＴＴ既存ストック（管路部）活用フロー） 

 

 

 

 

通信ケーブルを 

既存通信管路 

で収容可能か 

通信ケーブルを 

1 管セパレート管 

＋既存通信管 

で収容可能か 

通信ケーブルを 

共用ＦＡ管＋ボディ管 

＋既存通信管 

で収容可能か 

通信ケーブルを 

共用ＦＡ管＋ボディ管 

＋既存通信管＋単管路 

で収容可能か 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＮＯ 

必要に応じてコスト

比較の上、単管路

を増管する。 

ボディ管と単管路の 

コスト比較の結果 

単管路の方が経済的か 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

NTT 既存ストックの 

活用可能 

＜スタ-ト＞ 

マンホールのみ 

活用可能か 

ＮＯ 

ＹＥＳ 電線共同溝 

一般部構造選定フロ-(1-10 頁) 

※ Case11 において既設埋設物の影響によりトラフの設置が困難な場合、

Case10 の採用を検討する。 

（支障移設を含めたコスト比較により原則として安価な方を採用する。） 

※ 各 Case とも入溝企業者の了承を得ること。 

※ トラフ方式は「電線共同溝整備マニュアル」（令和５年４月）を参照。 
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Case12

トラフ＋既存電力管

既存管路

Case13

＋１管セパレート管

既存管路

新設電力管＋既存電力管

新設電力管＋既存電力管

＋共用FA管＋ボディ管

Case14

既存管路

Case15

トラフ＋既存電力管

＋共用FA管＋ボディ管

既存管路

凡　例

電力設備管路

共用ＦＡ管

ボディ管

通信系管路（ＰＶ管）

１管セパレート管

さや管

電線共同溝一般部構造選定フロー 

（電力既存ストック活用フロー） 

 

 

 

 

 

  
通信ケーブルを 

トラフ＋既存電力管 

で収容可能か 

通信ケーブルを 

1 管セパレート管 

で収容可能か 

通信ケーブルを 

共用ＦＡ管＋ボディ管 

＋既存電力管 

で収容可能か 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＮＯ 

必要に応じてコスト

比較の上、単管路を

増管する。 

電力既存ストックの 

活用可能 

＜スタ-ト＞ 

※ Case12、15 において既設埋設物の影響によりトラフの設置が困難な場合、

Case13、14 の採用を検討する。 

（支障移設を含めたコスト比較により原則として安価な方を採用する。） 

※ 各 Case とも入溝企業者の了承を得ること。 

※ トラフ方式は「電線共同溝整備マニュアル」（令和５年４月）を参照。 
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１－３－２ 単管路方式構造の概要 

単管路方式は、電力、通信用管路を敷設し、ケーブルを収容する構造で、トラフ方式が不適当な区

間や大規模需要区間、道路横断部分、他の方式でケーブルを収容しきれない部分に適用する。 

 

 
図１-７ 単管路方式 

 

 

１－３－３ 共用ＦＡ方式構造の概要 

(1) 共用ＦＡ方式は、共用ＦＡ管とボディ管から構成される。 

(2) 共用ＦＡ管には情報通信･放送系引込ケーブルを多条収容する。 

(3) ボディ管には、さや管を用いて、情報通信・放送系幹線ケーブルを収容する。 

(4) １管セパレート管は、１つの管路の上部を共用ＦＡ管、下部をボディ管とした方式で、小規模需

要区間に適用する。 

［解説］ 

(1) 共用ＦＡ管は、さや管などを用いることなく、複数企業の情報通信・放送系の引込ケーブルを

多条収容する。また、任意の箇所から需要家に向けて分岐を行う。 

(2) ボディ管は、情報通信・放送系幹線ケーブルをさや管に収容する。なお、さや管は当初から収

容可能条数を敷設しておく（電線共同溝整備後のさや管敷設は行わない）。 

(3) 共用ＦＡ方式の情報通信・放送系管路の幹線道路横断は、条数及び管径によるコスト、施工性

等を考慮して、ボディ管または単管路方式での横断方法を決定する。 

 
図１-８ 共用ＦＡ方式 

 
 

 
図１-９ １管セパレート方式 
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１－３－４ トラフ方式構造の概要 

(1) トラフ方式は、舗装内に設置する小型トラフ内に、電力低圧ケーブル、情報通信・放送系ケーブ

ルを、さや管を用いて収容する。また、トラフ下管路に、電力高圧ケーブル、電力低圧ケーブル

（街路灯用）を収容する。 

(2) 車道横断部等は、横断桝、特殊部Ⅰ型、特殊部Ⅱ型を用いて、小型トラフを単管路方式に切り替

える。 

(3) 標準的なトラフ方式構造で管路が不足する場合は、トラフ下管路の下に単管路を設けることがで

きる。 

［解説］ 

(1) さや管は当初から収容可能条数を敷設しておく。（電線共同溝整備後にさや管の敷設は行わな

い。） 

(2) 小型トラフ下の電力管の管径はφ１００を標準とする。 

(3) 支道横断部（縦断方向）や埋設物を回避するために単管路方式を適用する場合等、トラフ方式

から単管路方式に変更する箇所においては、所定の埋設深さを確保するために横断桝を設ける。

なお、トラフ方式管路が道路横断（横断方向）又は、連系管を多条数取付ける等、管路条数が

多く埋設深さが確保できない場合は、特殊部Ⅱ型を使用する。 

 

 
※トラフ方式は「電線共同溝整備マニュアル」（令和５年４月）を参照。 

図１-１０ トラフ方式 
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１－３－５ 特殊部の概要 

(1) 電力分岐桝には、低圧分岐接続体の収容及び低圧ケーブルを接続･分岐する機器を収容する。 

(2) 分岐桝Ｔ－Ｂ型には、電力高圧・低圧分岐接続体の収容及び高圧・低圧ケーブルを接続・分岐す

る機器を収容する。 

(3) 通信接続桝には、情報通信・放送系ケーブルを接続・分岐する機器（クロージャ・タップオフ等）

を収容する。なお、管路や収容する通信機器が多い場合は、特殊部Ⅱ型（通信用）を設ける。 

(4) 小型トラフ方式と管路方式を切り替える場合などは、横断桝や特殊部Ⅱ型を設ける。 

(5) 特殊部Ⅰ型は、幹線道路横断等で電力設備・通信設備の双方を収容する。 

(6) 地上機器桝は、電力用地上機器（多回路開閉器・変圧器等）や通信用地上機器（増幅器、電源供

給器、ＲＳＢＭ等）を設ける箇所に設置する。 

［解説］ 

(1) 特殊部は、電力設備・通信設備の分離形を基本とし、コンパクト化を図る。ただし、幹線道路

横断を集約する等、それぞれの特殊部が近接する場合は、特殊部Ⅰ型に集約する構造を検討す

る。 

(2) 分岐桝Ｔ－Ｂ型内には高圧分岐接続体、低圧分岐接続体を収容し、高圧ケーブル及び低圧ケー

ブルの接続、分岐、引込みを行うとともに、ソフト地中化等の変圧器柱への分岐用に設けるも

のとする。 

(3) 通信接続桝には情報通信・放送系クロージャやタップオフ等を収容し、ケーブルの接続･分岐

を行う。クロージャはメタル、光ケーブルとも下向きにケーブルが取付けられる構造とし、地

上接続支援金物により地上で接続、分岐作業を行う。 

(4) 地上機器は歩道内の車道寄りに設置することを原則とする。地上機器設置部には地上機器桝等

を設ける。なお、地上機器の設置は直上型と横置型及び１基・２基用がある。 
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１－４ 既存ストック活用方式の概要 

(1) 既存ストック活用方式は、主に電力・通信の管路、マンホール、ハンドホール等の既存設備を電

線共同溝として活用するもので、譲渡費用、改造工事、支障移設工事等を含めたトータルコスト

及び総工期の比較を行い、既存ストック活用方式の適用を検討する。 

(2) 既存設備活用にあたっては、５０年を耐用年数とする電線共同溝としての品質を有しているか否

かの確認を行う。 

［解説］ 

(1) 既存ストック活用方式は、既存設備の有無を確認したうえ、電線管理者等と既存設備の活用が

可能か協議し、適用を検討する。 

(2) 活用する既存設備は電線管理者が所有するものに限らず、その他の所有者の場合も可能である。

（例：ガス、上水道等の未使用管、使用していない埋設水路等） 

(3) 既存ストック活用方式以外の箇所については、他の方式を適用する。 

 

 

●整備対象路線全線に

   既存の設備があるか？

●既存設備が電線共同溝

   として活用可能か？

   管路材質などの確認を行う。

活用不可

Yes

No

　以下の項目について、既存設備の活用

有無別の費用について比較検討する。

　○ 電線共同溝工事費

　○ 移設補償費

　○ 設備譲渡費

　○ 委託事務費

　○ 既存ストック活用への変更設計費

活用した

場合のコスト

活用しない

場合のコスト

比

較

検

討

●対象路線の一部に

   既存設備がある。

Yes

３）

No

No

Yes

活用可

全線活用 一部活用

２）１）

●比較検討の結果、以下の

   ケースが一番安価である。

１） 既存設備の全線活用

２） 既存設備の一部活用

３） 既存設備を活用しない
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第２章 計  画 
２－１ 整備計画 

２－１－１ 無電柱化推進計画への計上 

［解説］ 

(1） 「５箇年等計画」策定後の追加計上は、「５箇年等計画」に代えて主管部署が関係機関と協議

を行うため、主管部署に計画箇所の追加協議をする必要がある。 

(2） 「５箇年等計画」への計上及び追加計上は、「電線共同溝整備の手引き」（以下「手引き」と

いう。）の第２章第３による。 

 

２－１－２ 整備道路の指定 

［解説］ 

(1） 関係者及び関係機関への意見聴取は、「手引き」の第２章第５、第６による。 

(2） 当該電線共同溝名は、「手引き」の第２章第７による。 

(3） 公示略図の作成等の事務手続きは、「手引き」の第２章第８及び「電線共同溝整備道路の指定

に係る事務手続きについて」(平成１７年４月１日付通知)による。 

(4） 道路区域外に電線共同溝を設置する場合、道路法の道路区域の変更を行った後、道路指定を行

う。 

 

２－１－３ 整備計画書の策定 

［解説］ 

(1） 整備計画書は、「手引き」の第３章第１０、第１１、第１２による。 

(2） 建設負担金の算出方法については、「電線共同溝建設負担金算定要領」（平成２９年８月１日

付通知）による。 

 

２－１－４ 整備事務の流れ 

［解説］ 

(1） 整備に関する事務は以下の順序で行う。 

 

電線共同溝を整備する道路は、国土交通省・東京都・区市町村の道路管理者の代表、電線管理者の
代表、東京都公安委員会で構成される「東京都無電柱化地方協議会」で策定された東京都無電柱化計
画(以下「５箇年等計画」という。）に計上しなければならない。 

電線共同溝を整備する道路は、「電線共同溝の整備等に関する特別措置法」（以下「法」という。）
第３条により、東京都公安委員会、区市町村、関係電気事業者・電気通信事業者の意見の聴取を行い、
電線共同溝名、整備範囲、公示略図を作成し道路指定を公示しなければならない。 

電線共同溝の整備に当たっては、法第５条第２項により整備計画書を定めなければならない。 
整備計画書には、電線共同溝名、整備位置、構造、整備延長、占用予定者、占用者別構内占用部分

及び電線敷設計画概要（敷設計画書）、電線共同溝建設に要する費用（建設費、建設負担金）、工事
期間、電線共同溝の耐用年数を記載する。 

電線共同溝の整備に当たっては、東京都無電柱化計画へ計上、整備路線の指定公示、整備計画書の
策定、建設負担金の徴収等の事務を設計、工事業務と並行し、遺漏無く進める必要がある。 
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※手引き参照  
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２－２ 設計計画 

２－２－１ 設計の流れ 

電線共同溝の設計に際しては、道路管理者（発注機関）、占用予定者（各電線管理者）、警察、鉄

道事業者、既設埋設事業者（電力、通信、ガス、上水道、下水道）、道路占用者（難視聴ケーブル、

警察（信号）、商店街灯等）及び地元住民との打合せにより、設計を進めるものとする。 

［解説］ 

(1） 関係機関及び関係者との協議内容は、後日、内容を確認できるよう議事録等を必ず作成し、保

管しておくこと。 

(2） 設計業務は以下の順序で行う。 

 
図２-１ 電線共同溝の設計業務の流れ  

・建設負担金の徴収

工事完了後

建設負担金の算定、移設補償費の算定
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整備計画書の策定（2-1-3）
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計
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連系管・引込管の調整（2-3-17） ・移設の依頼

試掘（埋設物調査）の実施
（2-3-13）

埋合わせ図の修正
（2-3-14）

 占用予定者・既設埋設事業者、警察、

 道路占用者との調整
平面、縦横断線形の設定（2-3-10）

占用予定者・埋設事業者

との最終確認

埋設占用事業者の確認

(探査・試掘の必要性の調整) 特殊部位置の確認
（2-3-11）

占用予定者の確認

分岐方式の選定
（電気・通信・放送の方式選定）

（2-3-7）

照明設計 連系管・引込管位置確認

埋設合せ図作成
（2-3-9）
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（2-3-8）

業務発注 電線共同溝整備の手続き

予
　
備
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現地調査（2-3-1） ・五箇年等計画協議

道路計画等（2-3-2） ・事前調整（電線管理者）

埋設図の提出
事業者打合せ（2-3-3）

・事前協議（道路管理者）
・意見照会（公安委員、
　区市町村、占用予定者）

配線計画図の提出（2-3-5） 地元連絡会の開催（2-3-4）

機器配置図を含む

設計条件の整理（2-3-6）

・道路の指定（告示行為）
・参画に伴う占用申請

構造の選定
（トラフ方式・共用ＦＡ方式、

単管路方式）

占用予定者との調整

・情報通信・放送の

入溝希望の確認

（トラフまたは共用

ＦＡ方式の選択）
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２－３ 設計内容 

２－３－１ 現地調査 

設計及び施工に必要な現地の状況を把握することを目的とした、現地調査を行う。 

［解説］ 

(1） 道路管理図又は平面図を基に歩道幅員、官民境界、既設占用物件等の位置確認を行うとともに、

切下げ位置の変更等の歩道状況及び建物の建替え、植樹帯の設置等の沿道状況を把握する。 

(2） マンホール、仕切弁等の埋設物の位置、大きさを確認する。 

(3） 現地において、横断歩道、電柱の有無、標識等の路上施設や交差点形状を確認し、電線共同溝

の線形等を決定するうえでの資料とする。 

(4） 横断歩道、歩道切下げ部を平面図に表示し、自動車の乗入れ状況を把握する。 

(5） 道路排水施設（集水桝・取付管）についても、設置状況を把握する。 

(6） 商店街等が所有している各種架空ケーブルの設置状況を調査する。 
 

２－３－２ 道路計画等 

将来の道路計画等について把握し、問題点を整理する。 

［解説］ 

将来の道路計画等について、以下の事項を把握・整理し、適正に計画をする必要がある。 

(1） 景観整備、植樹の形態、街路灯の計画、舗装の形式 

(2） 道路の将来計画の有無（拡幅、歩道設置・バリアフリー化、自転車走行空間、車両の出入り口、

盤下げ、道路排水の変更、交差点改良（すいすいプラン）、交通管理者設置物等） 

(3） 関連事業計画（沿道の区画整理、再開発、民間の大規模開発等）の有無及び内容 

(4） 街路樹の現況等（植樹の形態、植栽経緯、診断結果の有無、将来計画等） 

(5） 将来の都市計画道路の整備を考慮し、現道に都市計画道路が交差するところでは特殊部及び地

上機器の配置位置を検討する。 

 
図２-２ 道路計画に合わせた電線共同溝の設置 
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２－３－３ 事業者打合せ 

予備設計を行う前に、占用予定者を含めた道路占用事業者を招集し、電線共同溝事業の理解を求

め、速やかな業務の進行を図る必要がある。 

［解説］ 

(1） 下記の内容について、道路占用事業者を招集し確認を行う。 

① 電力事業者及び通信企業者連絡協議会（通企連）及び東京都ケーブルテレビ協議会を介して、

加盟企業に参画意思等を確認する。 

② 既設占用物件の確認及び計画工事を確認する。 

③ 既存ストック活用方式での整備の可否を確認する。 

④ 現地二次占用物件を調査する（電柱を所有する電線管理者へ物件調査を依頼する）。 

(2） 通企連及び東京都ケーブルテレビ協議会に属さない事業者がいるため、電柱の二次占用物件を

確認して漏れがないようにする。 

(3） 第１回打合せ時には、電線共同溝の趣旨について説明を行う。 

(4） 占用予定者には設計区間について、配線計画図の作成を依頼する。 

(5） 電線管理者以外の道路占用事業者にも設計区間の埋設図の提出を依頼する。 

(6） 難視聴ケーブルや、商店街等が所有している各種架空ケーブルは、設置状況を把握し、無電

柱化ができるよう電線共同溝の設計に反映させる。 
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２－３－４ 地元連絡会の開催 

電線共同溝の設計に際して必要な場合は、地元連絡会等を開催して電線共同溝事業の内容等理解

を得ると共に、機器設置場所等の諸条件を整理し設計に反映するものとする。 

［解説］ 

(1） 無電柱化事業は、道路管理者、占用予定者に加え地元（地方公共団体、地元住民）の３者の協

力により推進するものである。そのため、必要に応じ連絡会を開催し、計画段階から地元との

協議内容を設計に反映する。協議内容は必ず議事録等を作成し保管しておくこと。 

 

２－３－５ 配線計画図の提出 

収容するケーブルの種類・径・条数、クロージャ・増幅器等の種類・個数、低圧分岐位置、高圧分

岐位置、共用ＦＡ方式区間の可否、特殊部の種類・概略位置、既設占用施設の利用の可否等を記載し

た配線計画図の提出を占用予定者に求める。 

［解説］ 

(1） 配線計画図は、電線共同溝の構造（管路の径、条数、分岐方式、特殊部の規格等）を決定する

うえで重要な要素となるので、占用予定者に調査期間を考慮した上で速やかな提出を求める。 

(2） 設計者は占用予定者から提出された配線計画図により、申請内容（ケーブル径・条数等）が適

切であるか十分審査する。 

 

２－３－６ 設計条件の整理 

占用予定者が作成した配線計画図を基に、ケーブル条数、管径などを区間毎に整理する。 

［解説］ 

(1） 設計は、配線計画図を審査し、区間毎の管の割付や、特殊部を集約した上で配置を行う。 

(2） トラフ方式及び共用ＦＡ方式に共同収容する情報通信・放送系ケーブルについて十分な協議を

行い整理する。 

(3） 情報通信・放送系のケーブルは、トラフ方式※又は共用ＦＡ方式のどちらにも収容できる構成

であるため、地域の設備形態により収容条件や必要スペースを考慮して、トラフ方式又は共用

ＦＡ方式に入溝を希望する各事業者との協議を行い、両者の設備量が重複しないように計画す

る。 

※トラフ方式を採用する際は「電線共同溝整備マニュアル」（令和５年４月）を参照。 

(4） 共用ＦＡ方式を採用する場合は、将来建築を考慮した分岐管取付数を決定する。 

(5） 将来、供給が見込めない公園、学校、河川、水路、緑地、農地、グラウンド、鉄道、社寺仏閣、

墓地、港、海岸、自然公園法や都市計画法により開発が抑制されている区域等では、電線共同

溝設置の要否を検討する。 

また、「電線共同溝の整備の適切な実施について（通知）」（平成30年3月23日）によること。 
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２－３－７ 分岐方式の選定 

(1) 配線計画図及び設計条件の整理・占用予定者との調整を行い、区間別に電力及び通信の分岐

方式を選定する。 

(2) 分岐方式 

分岐方式の選定には、設計条件の整理・地域及び管路条数等の調整により、設置位置の中でコ

ンパクト化・コスト縮減等を考慮し、最も適正な分岐方式を検討し決定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［解説］ 

(1） 分岐方式の選定には、設計条件の整理、管路条数等の調整及び特殊部の設置位置調整により、

全体的にコンパクト化・コスト縮減等を考慮し、最も適正な分岐方式を検討し決定する。 

(2） 分岐方式 

① 電力ケーブル 

1) 高圧ケーブル分岐方式 

分岐方式は、一般部から直接引込みを行う「割管分岐方式」と特殊部（Ⅰ型・Ⅱ型・分岐桝

Ｔ－Ｂ型）から引込みを行う「特殊部分岐方式」がある。 

高圧電力の分岐方式は、割管分岐方式を標準としており、高圧需要者には２条の引込管が必

要である。 

 

① 電力ケーブル 

② 情報通信・放送系ケーブル 1) 幹線系ケーブル 
特殊部分岐方式 
〔特殊部Ⅰ型、Ⅱ型(通信用)、通信接続桝、 

 地上機器桝（通信用）〕 

2) 引込系ケーブル a. 特殊部分岐方式 
〔特殊部Ⅰ型、Ⅱ型(通信用)、通信接続桝〕 

b. 共用ＦＡ管分岐方式 

1) 高圧ケーブル a. 割管分岐方式 

2) 低圧ケーブル a. 特殊部分岐方式 
〔特殊部Ⅰ型、Ⅱ型(電力用)、電力分岐桝、 

 分岐桝Ｔ－Ｂ型、地上機器桝（電力用）〕 

b. 直埋Ｔ分岐方式 

b. 特殊部分岐方式 
〔特殊部Ⅰ型、Ⅱ型(電力用)、分岐桝Ｔ－Ｂ型、 

 地上機器桝（電力用）〕 
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a. 割管分岐方式（イメージ図） 

 
図２-３ 割管分岐方式のイメージ図 

 

b. 特殊部分岐方式（イメージ図） 

 
図２-４（１）特殊部分岐方式のイメージ図 

 

 
図２-４（２）特殊部分岐方式（三回路方式）のイメージ図  
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2) 低圧ケーブル分岐方式 

a. 特殊部分岐方式 

低圧電力ケーブルの分岐は、特殊部Ⅰ型・Ⅱ型（電力用）、電力分岐桝、分岐桝Ｔ－Ｂ型、

地上機器桝等に収容される低圧分岐接続体により分岐させ、個々の需要家等に引込む「特

殊部分岐方式」により行う。 

 

  
図２-５ 特殊部分岐方式のイメージ図 

 

b. 直埋Ｔ分岐方式 

街路灯等への引込みは、原則「直埋Ｔ分岐方式」により行う。ただし、現場状況等により、

「直埋Ｔ分岐方式」が困難な場合は、「特殊部分岐方式」によることも可能。 

 

 
図２-６ 直埋Ｔ分岐方式の概略平面図 

 

 
図２-７ 直埋Ｔ分岐の例 
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② 共用ＦＡ方式設備に収容される情報通信・放送系ケーブルの分岐方式 

1) 幹線ケーブルの分岐方式 

情報通信・放送系幹線ケーブルはボディ管内さや管に収容され、特殊部Ⅰ型・Ⅱ型（通信

用）、通信接続桝で分岐する。 

2) 引込系ケーブルの分岐方式 

引込系ケーブルの分岐方式は共用ＦＡ管分岐方式を標準とする。なお、需要の高いビル等へ

の引込みは特殊部分岐方式を適用する。 

a. 特殊部分岐方式 

ｱ. 特殊部Ⅰ型・Ⅱ型（通信用）、通信接続桝から引込管により直接供給することがで

きる。 

ｲ. 通信接続桝の端壁からの分岐は、分岐管取付けスペースが限られているため管径、

条数をあらかじめ検討しておく必要がある。 

 

 
図２-８ 特殊部分岐方式の例 

 

b. 共用ＦＡ管・１管セパレート管分岐方式 

ｱ. 共用ＦＡ方式は任意の位置から供給する方法で整備後の分岐も可能である。 

ｲ. 共用ＦＡ方式の引込管は、１供給先につき１管路の設置を基本とし、１管に複数事

業者の引込ケーブルを多条数敷設する。なお、引込管の内空断面積に対する収容ケ

ーブルの占有断面積比は３２％以下とする。 

ｳ. １本の引込管に収容できる引込ケーブル条数は、共用ＦＡ管の場合は５条以下（引

替時に限り６条）とし、１管セパレート管の場合は４条以下（引替時に限り５条）

とする。 

 

  

通信
接続

桝

共
用
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管

ボデ
ィ管

共用引込管
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図２-９ 情報通信・放送系の分岐方式のイメージ図（片側３分岐の例） 

 

 
図２-１０ 共用ＦＡ分岐管のイメージ図 
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半コルゲート管 ＣＦＶＰ管 ＰＶ管 

図２-１１ 共用ＦＡ分岐管・引込管の例 

 

③ 引込分散継手・引込分岐管 

1) 引込管には、多条数の引込ケーブルを収容することを基本とする。なお、民地部の引込管を

占用予定者毎に敷設する必要がある場合は、道路区域内に引込分散継手または引込分岐管

を設置する。 

2) 共用ＦＡ管用引込分散継手（ＰＶ管）は引込ケーブルの管径により、下記の３種類から選定

する。 
また、１管セパレート用引込分散継手（ＰＶ管）は下記のφ５０タイプとする。 
 

表２-１ 共用ＦＡ管及び引込管の管径と共用ＦＡ管分散継手の組合せ 

共用ＦＡ管 共用ＦＡ引込管 引込分散継手 

共用ＦＡ管φ１５０ 
φ７５ 

φ５０ 

① φ５０×１ ＋ φ２５×３ 

② φ５０×２ ＋ φ２５×２ 

共用ＦＡ管φ１００ 

（１管セパレート管） 
φ５０ ③ φ５０×１ ＋ φ２５×２ 

 

 
図２-１２ 引込分散継手の設置例 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２-１３ 引込分散継手の例 

  

③ ① ② 
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3) 引込分岐管を用いる場合は以下のとおりとする。 

a. 引込分岐管は、引込管φ５０の直線部に削孔し取り付けることで、引込管φ２５の分

岐が可能である。 

b. 電線共同溝整備時、民地部へ引込みを行う通信事業者が１社の場合、引込管φ５０の

ままとし、引込分岐管は設置しない。 

２社以上であり民地部へ引込管を占用予定者ごとに敷設する必要がある場合は、道路

区域内に引込分岐管を取り付けておく。 

c. 電線共同溝整備後、新規需要により後入線が発生し民地部の引込管を占用予定者ごと

に敷設する必要がある場合は、道路区域内に引込分岐管を新規に取り付ける。追加設

置、撤去は自費工事とする。 

d. 引込管に直線部がない場合は、ＦＡ管から分岐する。 

e. 電線共同溝整備後、新規需要により後入線が発生し民地部へ複数管路を整備する場合、

引込管に引込分岐管を新たに取り付ける。 

 

 
図２-１４ 引込分岐管の設置例 

 

 

 

図２-１５ 引込分岐管の例 
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２－３－８ 特殊部、一般部の断面設定 

審査後の配線計画図から得られたケーブルの収容条件を基に、特殊部、一般部の断面を設定する。 

［解説］ 

(1） 配線計画図に示されたケーブル条件を十分審査し、一般部の断面（管路条数、管の配置等）を

設定する。 

(2） 特殊部断面には、分岐部、接続部、地上機器設置部等があり、それぞれについて占用予定者と

調整を行い配線計画に沿った内空断面を設定する。 

(3） 既存の電線共同溝等施設に接続する場合は、原則として特殊部、管路部の断面の大きい方に合

せ、検討を行い設定する。 

 

２－３－９ 埋設合せ図作成 

埋設占用事業者から提出された資料及び埋設管理台帳を基に埋設合せ図を作成する。 

［解説］ 

(1） 各占用事業者に基本平面図を配布し埋設状況を記入してもらい、資料提出完了後、設計者が埋

設合せ図（平面・横断図）にまとめる。もしくは、埋設管理台帳を基に設計者が初めから埋設

平面図を作成する。 

(2） 作成した埋設合せ図を再度占用事業者に配布し、図面の確認を行う。 

(3） 道路排水施設（集水桝・取付管）についても、設置位置を記載する。 

 

２－３－１０ 平面・縦横断線形の設定 

道路の状況と、占用予定者の要望する特殊部位置及び埋設占用事業者の要望する特殊部位置を照

らし合わせ、平面・縦断・横断を設定し、占用予定者等に確認を得る。 

［解説］ 

(1） 配線計画図、地下埋設物件、道路状況を考慮し、平面、縦断線形及び横断面を設定する。これ

らについては、占用予定者、埋設占用事業者、警察等と協議しなければならない。 

(2） 線形は歩道内を基本とし、必要に応じて車道内とすることで極力支障移設を回避するように設

定する。また、支障となる埋設占用物件を抽出し、移設方法の検討を行う。 

(3） 設計にあたっては、既設街路樹の現況に十分留意して、基本は街路樹及びその生育空間への影響

を回避できるような線形を検討すること。やむを得ず街路樹が電線共同溝の支障となる場合は、

管理者と調整して、代替となる街路樹の植栽を検討するとともに、地元住民に事前周知等を行う

こと。 

 

２－３－１１ 特殊部位置の確認 

平面・縦断計画完了後、特殊部設置位置及び地上機器設置位置等を確認する。 

［解説］ 

(1） 施工の際、埋設物や歩道切下げ、歩道勾配の変化等、特殊部設置及び地上機器設置の妨げとな

る要因が明らかになる場合がある。このような事態を避けるために、平面・縦断計画完了後、

計画平面図を基に特殊部設置位置及び地上機器設置位置を確認する。 

(2） 地上機器が正面に設置される地先住民には、占用予定者が必要に応じて道路管理者と協同して

調整し、十分な理解を得る。また、調整内容は記録として保管する。 

(3） 地上機器の設置位置は、通行車両が横断歩道・交差点にて十分な視距を確保する位置とする。 
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２－３－１２ 非破壊の地下埋設物探査 

地下埋設物が輻輳している場合や埋設状況が不明な場合は、電線共同溝の埋設を想定している区

間の地下埋設物探査を実施する。 

［解説］ 

(1） 電線共同溝の敷設計画ルートに沿って、掘削範囲をおおむねカバーするように非破壊による地

下埋設物探査を実施する。 

(2） 非破壊の地下埋設物探査については、新技術情報データベース（東京都建設局）や新技術活用

システム（ＮＥＴＩＳ）等を活用して、有効な技術により実施する。 

(3） 探査深度については、掘削床付け面までをおおむねカバーできることを原則とする。 

(4） 地下埋設物探査と別途実施する試掘結果を合わせ、「埋設合わせ図の修正」に反映できるよう

に探査を行う。 

 

２－３－１３ 試掘（埋設物調査）の実施 

地下埋設物が輻輳している場合や埋設状況が不明な場合において、非破壊の地下埋設物探査だけ

では設計精度に影響を及ぼす可能性がある場合は、試掘による埋設物調査を行う。 

［解説］ 

(1） 非破壊探査に伴う誤差により、特殊部が設置できないといった問題が生じるなど、設計精度に

影響を及ぼす場合は、試掘（埋設物調査）を行う。 

(2） 掘削深さは、 

・特殊部高さ（敷モルタル・敷板または均しコンクリート・基礎砕石を含む）＋０．２ｍ 

・管路部の掘削深さ（土被り＋管路寸法）＋０．２ｍ 

・調査目的の埋設物の想定土被り 

を標準とする。施工条件や調査対象に応じ、最深部０．５ｍ程度を探針併用とすることができる。

この場合、探針棒そのもので埋設物を損傷することのないように注意する。 

(3） 掘削幅は、掘削内部で埋設物の位置や管種、前後の方向の確認のため、１．０ｍを標準とする。 

(4） 掘削長さは、「歩道幅員」「特殊部の掘削範囲（躯体外寸＋１．０ｍ）」「幅と同様に１．０

ｍ」など、設計精度を確保するために必要な寸法とする。 

(5） 掘削深さ、掘削幅、掘削長さについては、調査の対象物、各埋設占用事業者の資料、現地状況

に応じて、試掘の目的を達するように定める。 

(6） 取付管等は全ての試掘調査は困難なため、管底高の調査などにより想定で管路の埋設位置を把

握する。 

(7） 別途実施する非破壊の地下埋設物探査を補完し、「埋設合わせ図の修正」に反映できるよう試

掘調査を行う。 
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図２-１６ 試掘イメージ図（平面図） 

 

 
図２-１７ 試掘イメージ図（断面図） 

 

２－３－１４ 埋設合わせ図の修正 

非破壊の地下埋設物探査及び試掘（埋設物調査）の結果を踏まえて、埋設合わせ図を修正する。 

［解説］ 

(1） 非破壊の地下埋設物探査及び試掘（埋設物調査）の結果により、埋設占用事業者の資料などに

基づき作成した埋設合わせ図を修正する。 

(2） 埋設合わせ図の修正後に、埋設占用事業者に図面を配布し、確認を行う。 

(3） 非破壊の地下埋設物探査及び試掘（埋設物調査）の結果明らかになった不明管や不明地下障害

物についても明示する。 
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２－３－１５ 移設計画の作成 

現地調査及び埋設物調査の結果に基づいて特殊部等の位置を確定後、移設計画平面図・横断図を

作成し、既設埋設事業者に確認の後、移設箇所、位置等を決定する。 

［解説］ 

(1） 特殊部設置位置等、電線共同溝の線形を決定した後、支障となる埋設物件の種類、範囲等を記

入した移設計画平面・横断図を作成し、各埋設占用事業者と移設箇所、位置等の調整を行う。 

 

２－３－１６ 細部設計 

線形計画が確定後、細部設計を行い具体的配置、配管、特殊部構造等を確定する。 

［解説］ 

(1) 予備設計を参考に、下記項目について細部設計を行う。 

① 一般部 

② 特殊部設置位置及び地上機器設置位置 

③ 端壁の検討（マンホールや電柱への連系管の有無） 

④ 蓋の検討（構造、材質） 

⑤ 特殊部内の機器配置図の作成（電力分岐桝・分岐桝Ｔ－Ｂ型・通信接続桝） 

⑥ 車道横断管部の設計 

(2) 電線共同溝の整備に関連する工事（道路照明、警視庁用管路、植栽の移植・復植等）の設計を

行う。 

① 設計委託標準仕様書（東京都建設局）に準じ設計を行う。 

② 照明設計においては、新設する電線共同溝と照明の基礎の取り合いに留意する。なお、照明

灯等の受電点に採用されている引込柱は、引込柱の撤去を考慮し、電線管理者と協議しなが

ら対応すること。 

③ 警視庁用管路の設計については、無電柱化事業における警視庁ケーブルの取り扱いに関する

通知によること。 

(3) 設計完了時には設計内容について占用予定者に周知すること。 

 

２－３－１７ 連系管・引込管の調整 

占用予定者より連系管・引込管の要望を確認し、管径、条数及び特殊部への取付けの可否等必要な

資料を求め調整を行う。 

［解説］ 

(1） 連系管（仮連系管を含む）・引込管の計画にあたっては、占用予定者に配線計画図への記入を

求め、配線計画図を基に管径・条数を整理し、相互に協力して、設計及び施工における実施者・

時期・範囲等の調整を行う。 

(2） 連系設備の立上り位置調整と、他の道路管理者（区市道等）の管理道路への連系設備に関する

調整を行う。なお、連系設備を立上げる場合は、通行に支障を来さないようにすることとし、

電柱所有者の了解を得る。 
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(3） 連系管（仮連系管を含む）を計画する際には、将来的な本体管路の敷設、仮連系管の撤去を想

定した配置を計画する。 

 
図２-１８ 将来計画を想定した仮連系管路のイメージ図 

 
※連系設備を立ち上げる際は電柱所有者の了解を得ること。 

 

図２-１９ 連系設備の立上げ（イメージ図） 

 

２－３－１８ 施工計画書作成（設計計画の作成） 

設計内容、現状状況を把握したうえで、施工計画書を作成する。 

［解説］ 

現場状況に即した仮設工法（土留め、覆工）を提案し、工事費積算に必要な計画書を作成する。主

な項目として、以下のようなものがあげられる。 

(1） 舗装切断・撤去 

(2） 掘削 

(3） 土留・覆工 

(4） 特殊部設置 

(5） 管路敷設 

(6） 埋戻し 

(7） 仮復旧（又は本復旧） 

既存電柱 

連系設備 

既存電柱 

歩道あり 

歩道なし 

連系設備 
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第３章 設  計 
３－１ 位置及び線形 

３－１－１ 位置 

(1) 電線共同溝は、可能な限り歩道に設置するものとするが、車道の利用も考慮する。 

(2) 植樹帯内に電線共同溝を設置する場合には、特殊部と植樹ブロックとの離隔や管路の埋設深さ等

を関係部署と協議の上決定する。 

［解説］ 

(1) 電線共同溝は歩道、自転車歩行者道、自転車道に設置するものとするが、占用物件等の移設が

生じるなどの場合は、現場状況、工期、費用等を比較検討し、車道への設置を行う。 

(2) 既設占用物件の位置、ケーブルの引込み等を考慮して配置を計画するものとし、電力ケーブル

は車道側へ、情報通信・放送系ケーブルは民地側へ配置することを基本とする。 

ただし、これにより難い場合は占用予定者と調整の上、決定するものとする。 

(3) 特殊部等を植樹帯に設置する場合の配置例を以下に示す。 

植樹帯内に特殊部を設置する場合は、植樹帯を分断する（図①②参照）ことを基本とし、特殊

部躯体と植樹ブロックは１０㎝以上離す（地上機器を設置する場合は植樹ブロックと地上機器

の離隔は１５㎝以上が望ましい）。ただし、植樹帯が広く、客土の部分が３０㎝以上確保でき

る場合は植樹帯を残して設置することができる（図③④参照）。なお、円形蓋も同様とする。 

(4) 植樹帯を分断して特殊部を設置した場合、原則、横断抑止柵等を設置する。なお、支柱基礎の

設置スペースの確保や車道部の建築限界の確保に留意する。 

  
※上記内容は一例であることから、現場状況等に応じて、関係部署と調整の上決定すること。 

図３-１ 特殊部等を植樹帯に設置する場合の配置例  

横断抑止柵等 
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３－１－２ 平面及び縦断線形 

(1) 平面及び縦断曲線を設ける場合には、ケーブルの敷設等を考慮して管路の曲線半径を定めるもの

とする。 

(2) 電線共同溝の縦断勾配は、道路の縦断勾配に合わせることを原則とする。但し、道路横断部は水

平としてもよい。 

［解説］ 

(1) 平面及び縦断曲線を設ける場合の最小曲線半径は、次表を標準とする。但し、最小曲線半径が

確保できない場合や曲線部が連続する場合などは、占用予定者と調整したうえで管路の曲線半

径を定めるものとする。 

 

表３-１ 管路の最小曲線半径 
単位：ｍ 

事業者 タイプ 最小曲線半径 

電力 

単管路 ５．０以上※１ 

連系管 ５．０以上※１※２ 

引込管 ５．０以上※２ 

通信 

単管路 ５．０以上 

ボディ管 ５．０（相当）以上※３ 

共用ＦＡ管 ５．０（相当）以上※３※４ 

１管セパレート管 ５．０以上※４ 

連系管･引込管 １．０以上※２※５ 

※１ ３．０ｍ曲管を使用するにあたっては、電線管理者（電力）に確認する。 

※２ 連系管・引込管の最小曲線半径は、立上がり部を除く最小曲線半径。 

自在割鋼管、低圧引込管（ＬＦＰ）を使用した場合の最小曲線半径は１．０ｍ以上とする。 

※３ ボディ管及び共用ＦＡ管は、５ｍＲ（相当）、１０ｍＲ（相当）の曲率で配管可能な継手を使用することを標準とする。 

※４ 共用ＦＡ管及び１管セパレート管の曲管を使う場合は、５ｍＲ（相当）、１０ｍＲ（相当）のアイブロー曲管（ＥＢ管）を

使用する。 

※５ 通信用地上機器桝と特殊部の管路は、通信の連系管・引込管の最小曲線半径と同様とする。 
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(2) 歩道切下げのすりつけ区間には、分岐桝（電力分岐桝、Ｔ-Ｂ型）及び地上機器桝を設けない。 

(3) 共用ＦＡ方式の曲線設置に当たって、水平、縦断曲線を同一箇所にとる必要がある場合は、施

工性を考慮し極力同一平面内に設けるものとする。ただし、１管セパレート管の場合は水平、

縦断曲線を同一箇所に設けることはできない。 

(4) 共用ＦＡ方式の縦断勾配で中低両勾配となる場合は、最低点に特殊部を設けるものとし、前後

の特殊部の位置を調整する。 

 

 
図３-２ 中低両勾配図 

 

(5) １管セパレート管の曲線部は、アイブロー曲管（ＥＢ管）を使用する。共用ＦＡ管の曲線部に

は、５ｍＲ相当以上の曲率で配管可能な継手を使用することを標準とする。 

「３-２-３ 一般部の設計：解説(2)共用ＦＡ方式」参照 

 

 

 

  

特殊部特殊部

特殊部
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３－１－３ 埋設深さ 

(1) 表３-２に示す管路を使用する場合の埋設深さは、歩道部：４５０㎜以上、車道部：舗装厚 

＋１００㎜以上（ただし、最小埋設深さは４５０㎜以上）とし浅層埋設とすることができる。 

(2) 管路の埋設深さは、掘削時の安全性確保が困難な場合など現場状況に応じて、歩道部：６００㎜

以上、車道部：舗装厚＋３００㎜以上とする。 

(3) 共用ＦＡ管の下に位置するボディ管の埋設深さは、共用ＦＡ管の管面から７０㎜以上の離隔を

確保した深さとする。 

(4) 舗装厚には路盤厚を含むものとするが、しゃ断層は含めない。 

(5) 埋設深さの基準面は、舗装本復旧時の地盤高さとする。 

(6) 植樹帯に管路を埋設する場合、高木・中木部は管路埋設深さ１,１００㎜（埋設シート深さ１,０

００㎜）、低木部は管路埋設深さ７００㎜（埋設シート深さ６００㎜）とする。 

(7) 既定の埋設深さを確保できない場合は、歩道部においては防護板、車道部においては、防護鉄板

での防護を標準とする。また、現場条件及び施工条件により、防護コンクリートを使用する。 

［解説］ 

(1) 浅層埋設を行うことができる管路は、表３-２のとおりとする。なお、表３-２以外の管路を浅層

埋設する場合は、同等以上の強度を有すること。 

 

 

表３-２ 浅層埋設ができる管路 

管 種 規 格 管 径※ 管種の例 

耐衝撃性硬質塩化ビニル管 ＪＩＳ Ｋ ６７４１ 
３００㎜ 

以下のもの 

ＣＣＶＰ管 

ＲＦＰ管 

硬質塩化ビニル管 ＪＩＳ Ｋ ６７４１ 
１７５㎜ 

以下のもの 

ＶＰ管 

ＰＶ管 

ＥＣＶＰ管 

硬質塩化ビニル可とう管 
ＪＩＳ Ｃ ３６５３ 

附属書１ 

１３０㎜ 

以下のもの 

ＳＦＶＰ管 

波付硬質ポリエチレン管 
ＪＩＳ Ｃ ３６５３ 

附属書１ 

３０㎜ 

以下のもの 

ＦＥＰ管 

ＬＦＰ管 

波付硬質ポリエチレン管 
ＪＩＳ Ｃ ３６５３ 

附属書３ 

１００mm 

１３０mm 

角型ＦＥＰ管 

鋼管 ＪＩＳ Ｇ ３４５２ 
２５０㎜ 

以下のもの 

ＫＧＰ管 

ＭＣＣＰ管 

強化プラスチック複合管 ＪＩＳ Ａ ５３５０ 
２５０㎜ 

以下のもの 

ＰＦＰ管 

※上表に記載の管径は、呼び径で表示されているものを含む。 

 

  

※ＳＦＶＰ管の適用開始は別途通知による 
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(2) 浅層埋設の場合、車両乗入れ部における管路の埋設深さは舗装厚＋１００㎜を標準とする。 

(3) 浅層埋設を行う場合、標準では引込管が最小埋設深さ以下とならないように、電力高圧管と共用

ＦＡ管の取り合いを考慮した配置とする。 

 

 
図３-３ 歩道部における埋設深さ 

 

表３-３ 浅層埋設時の埋設深さの例 

歩道舗装種別 箇所区分 舗装厚 

埋設深さ 

表３-２に 

示す管路 

左記以外の 

管路 

アスファルト舗装 

（透水性舗装） 

一般部 １４０㎜ 
４５０㎜以上 

（電力管路） 

６００㎜以上 

（通信管路） ６００㎜以上 

（電力管路） 

（通信管路） 車両 

乗入れ部 

Ａ型 

Ｂ型 

Ｃ型 

３５０㎜ 

Ｄ型 ５００㎜ 

６００㎜以上 

（電力管路） 

（通信管路） 

 

(4) 特殊部に近接して本体管路を計画する場合は、引込管が取り出せるように、占用予定者と調整し

て埋設深さを決めること。 
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(5) 歩道部の埋設に際して、連続する車両乗入れ部ごとに埋設深さを変化させる場合や、車道部・歩

道部・植樹帯などで埋設深さを変化させる場合などは、曲管を多用することとなり、管理上や施

工性・経済性の面で好ましくない。このため、一定の埋設深さで管路を敷設することができる。 

 
図３-４ 埋設深さを一定とする場合（乗入れ） 
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(6) 植樹帯に管路を埋設する場合、植樹する樹木により埋設深さが異なるため、植栽計画に合わせ

ること。また、植栽計画が無い場合は、街路樹所管部署と協議すること。 

 
図３-５ 埋設深さを一定とする場合（植樹帯） 

 

(7) 管路の防護 

管路で必要な埋設深さが確保できない場合は、防護工を行う。 

 

表３-４ 埋設深さと防護の組み合わせ 

※将来、切り下げを施工する際に支障とならないか、舗装切断のカッターにかかる恐れはないか、路盤としての強

度を確保できるか、管路と管路の間の締固めができずに空隙が残らないか等の観点から防護方法を検討し、将

来管理者と協議を行う。 

 

 

 
図３-６ 防護版の設置深さ 

 

 

  

埋設 

深さ 
歩道 車道 

４５０mm～６００mm ４５０mm 未満 
舗装厚 

＋１００mm～３００mm 

舗装厚 

＋１００mm 未満 

浅層埋設 

区間 
防護は行わない 

別途検討※ 

要 埋設標示鋲 

防護は行わない 

別途検討※ 
非浅層埋設

区間 
防護板 

防護鉄板または 

防護コンクリート 
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① 歩道部 

1) 防護板は合成樹脂材（再生材）を標準とし、耐衝撃性試験（スコップ試験（表３-５）に準拠）

による所定の強度を有するものとする。 

2) 防護板を設置する区間は埋設標示シートを省略し、原則として管上１００㎜に設置する。 

3) 防護板の上面には注意書き標示を行う。 

4) 防護板は連結穴にアンカーピン等を用いて連結する。 

  

 

図３-７ 防護板詳細図（例） 
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② 車道部 

1) 防護鉄板 

a. 防護鉄板は、原則として管上１００㎜に設置し、ズレ止めの加工を施したものとする。 

b. 防護鉄板の規格はＳＳ４００とする。 

c. 防護鉄板の幅は、管路幅＋４００㎜（片側２００㎜）以上とする。 

d. 防護鉄板の厚さは、ｔ＝１６㎜とする（単位重量：１２５．６㎏/㎡）。 

e. 防護鉄板の長さは、人力での施工を考慮して１枚の重量が１００㎏を下回るものとする。 

f. 防護鉄板と同等以上の強度（切断抵抗等）を有したものを用いても良い。 

図３-８ 防護鉄板（例） 

 

2) 防護コンクリート 

a. 防護コンクリートのコンクリート強度は、「f’ck＝１８Ｎ/㎜2」とする。 

b. 防護コンクリート巻付け時の管路は、防護コンクリートから１０００㎜以内にゴム輪接合

を設け、伸縮長を確保すること。 

 

図３-９ 防護コンクリート（例） 

  

100mm

200mm以上200mm以上

管路

厚さ：ｔ

幅：Ｌ

防護鉄板

埋設シート

ズレ止め

Ｗ 
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③ 防護例 

（管路防護例－１） 

電力用分岐桝 

浅
層
埋
設
の
場
合 

 
※ 浅層埋設を実施し、道路掘削等に対する保安上の対策を講じる箇所について

は４５０㎜未満となる箇所で防護を行う。 

浅
層
埋
設
以
外
の
場
合 

 

 
※ 浅層埋設以外の場合、管路の引込等で一時的に埋設深さを浅くする際におい

ては安全上の理由から管路の防護を行う。 

図３-１０ 電力用分岐桝の防護例 
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（管路防護例－２） 

分岐桝Ｔ－Ｂ型 

浅
層
埋
設
の
場
合 

 
※ 浅層埋設を実施し、道路掘削等に対する保安上の対策を講じる箇所について

は４５０㎜未満となる箇所で防護を行う。 

浅
層
埋
設
以
外
の
場
合 

 
※ 浅層埋設以外の場合、管路の引込等で一時的に埋設深さを浅くする際におい

ては安全上の理由から管路の防護を行う。 

図３-１１ 分岐桝Ｔ－Ｂ型の防護例 
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（管路防護例－３） 

地上機器桝 

浅
層
埋
設
の
場
合 

 
※ 浅層埋設を実施し、道路掘削等に対する保安上の対策を講じる箇所について

は４５０㎜未満となる箇所で防護を行う。 

浅
層
埋
設
以
外
の
場
合 

 
 

※ 浅層埋設以外の場合、管路の引込等で一時的に埋設深さを浅くする際におい

ては安全上の理由から管路の防護を行う。 

図３-１２ 地上機器桝の防護例 
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（管路防護例－４） 

 
図３-１３ 共用ＦＡ引込管防護例 
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３－２ 一般部 

３－２－１ 一般部の構成 

(1) 共用ＦＡ方式一般部の構成は、上部に共用ＦＡ管、下部にさや管を収容したボディ管の２層構造

を標準とする。 

(2) 標準構造では管路が不足する場合、ボディ管横等に単管路を必要数敷設する。 

(3) 電力単管路は車道側、共用ＦＡ方式一般部は民地側に配置することを標準とする。 

［解説］ 

(1) 共用ＦＡ管とボディ管の構成は、上下２層構造を標準とするが、埋設物の支障等により、横配

列となる場合は共用ＦＡ管を必ず民地側に敷設する。 

(2) 標準構造で管路が不足する場合は、ボディ管横等に単管路を敷設して補う。なお、単管路を敷

設する場合は、特殊部端壁の取付けスペース等の検討も併せて行うものとする。 

(3) 単管路方式・共用ＦＡ方式の一般部標準構成図は次頁のとおりである。 
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図３-１４ 単管路方式一般部標準構成図（電力） 

  




